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Ａ．研究目的 
母子保健情報のデジタル化による迅速か

つ適切な情報活用はより良い母子保健介入、
児童福祉的な介入につながると考えられる
一方、得られる情報の共有に関する個人情
報取扱上の課題がある。諸外国での個人情
報共有のあり方は、どのような個人情報の
共有であればメリットが上回るのかの議論
を反映していると考えられ、日本における
適切な制度設計の参考のために、諸外国の
比較資料を作成することを目標に実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
以下の内容を主に調査した。 

①国民IDなど、個人認証のための制度の概
要 
②医療制度、法定母子保健事業の概要 
③行政サービス間・行政サービスと医療サ
ービスの間の本人同意なしでの情報共有に

関する法的根拠と、情報共有に関する市民
の選択権 
④行政サービスと医療サービスの間で本人
同意なしで情報共有可能な事柄 
特に、児童虐待、心理社会的にハイリスク

な妊婦、家庭内暴力、その他要支援者（公的
扶助受給者など）、医療機関の受診歴・薬
歴・既往歴 
⑤医療サービス間で本人同意なしで情報共
有可能な事柄 
⑥行政サービス（医療サービスとの情報共
有が可能な場合は医療サービスを含む）の
統一デジタルシステムの有無とその概要 
 
調査対象国は、デジタル化や福祉システム
の充実度を考慮し、フランス、イギリス、デ
ンマーク、スウェーデン、フィンランド、韓
国の6カ国とした。 
調査は、2023年10月2日〜2023年12月31日
の間にワールドインテリジェンスパートナ
ーズジャパン株式会社に委託し、実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は個人を対象とする研究ではなく、

各国の既存資料を対象とした研究である。 

研究要旨 

日本における母子保健情報のデジタル化・利活用に資する目的で、諸外国における母子
保健事業、保健医療・行政サービスのデジタル化、個人情報取扱いについて調査した。
調査対象国は、フランス、イギリス、デンマーク、スウェーデン、フィンランド、韓国
の6カ国とした。 
各国において、さまざまな母子保健事業が提供されていた。個人情報共有は原則的に個
人の同意に基づいていたが、緊急時、年齢的・法的に同意ができない状況などで個人情
報共有の同意が不要となるのは各国共通であった。医療従事者が治療目的で個人情報を
共有することを認めている国もあった。また、複数国で医療情報のデジタルシステムが
あり、個人が医療従事者と医療情報を共有することができた。その場合、情報共有につ
いて個人に選択権が認められていた。また複数国で行政サービスの共通デジタルプラ
ットフォームが構築されており、またシステム統合が進行していた。この場合、市民の
満足度調査が行われているケースが多かった。 
日本において、母子保健情報のデジタル化・利活用を行うにあたって、最適な母子保健
サービスが提供されることも含めた個人の利益が考慮され、また個人情報共有に対し
て個人の意思を反映することができる仕組みの構築が求められることが明らかになっ
た。 
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Ｃ．研究結果 
調査結果の詳細は別紙1に示した。本報告

書においては各国の調査結果概要を以下に
記述する。また概要を要約した表１を本文
末に添付する。 

 
① フランス 
医療制度の概要 
フランスでは国民皆保険制度により、利用
者は医療の基本料金の20-40%を自己負担
し利用する。妊娠出産や子どもの義務検診
は公的医療保険が負担する。 
 
母子保健事業の概要 
法定の母子保健事業における義務健診とし
て、妊婦健診7回（妊娠4ヶ月目から月1回）、
超音波検査3回、感染症検査、歯科検診、妊
娠早期面談がある。また、産後には助産師家
庭訪問、2回の面接および1回の健診がある。
子どもは16歳までに20回の定期義務検診が
あり、結果は子どもの健康手帳に記載され
る。生後8日以内、9ヶ月、24ヶ月の義務健
診結果は各県の母子保護センターへ提出が
義務付けられており、これに基づいて医療
的・社会的支援が行われるほか、統計調査に
用いられる。 
 
個人情報保護の概要 
個人情報共有に関しては、EU一般データ保
護規則を基本としている。 
 
EUデータ保護規則 
a) データ主体が一つ以上の特定の目的で
個人情報が取り扱われることに同意してい
る場合 
b) データ主体が当事者である契約の履行、
またはデータ主体の要求による契約前措置
のための処理 
c) 法的義務を遵守する管理者によって取
り扱われる必要な情報処理 
d) データ主体または他の自然人の生命保
護のために必要な情報処理 
e) 公益の使命の遂行、または情報管理者に
与えられた権限行使のために必要な情報処
理 
f) 情報管理者または第三者によって求めら
れる合法な利益のために必要な情報処理。
ただし、特にデータ主体が子どもの場合、個
人情報の保護を求められるデータ主体の利
益と自由、基本的人権が優先される場合を
除く。 
 
上記項目f) については、公的機関が任務遂
行のために行う情報処理には適用されない。 
 

行政サービス間の個人情報共有の概要 
各機関が他機関から要請された場合に情報
共有するべき情報が定められている。例え
ば社会保障機関は他機関からの要請にあた
って世帯収入と利用している社会支援を共
有することが義務付けられている。 
個人が自らの個人情報共有に明示的に同意
をしている場合、または物理的・法的に同意
を与えることができない場合で当該個人ま
たは自然人の生命を保護するために必要な
情報共有をすることができる。 
母子保健に関連して、危険にさらされてい
るもしくはそのリスクのある未成年者もし
くは年齢、身体的/精神的に自らを保護する
能力がない者を司法当局へ通報する際には
同意は必要ない。障害者支援においては、支
援計画や評価の目的で必要な個人情報を関
係者間で共有することができる。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
患者に関わる全ての関係者は、その患者の
医療情報について、関係者間の調整や患者
の監視継続、または任務遂行に係る必要最
低限の範囲で共有することとしている。医
療情報に関してはMon espace santeとい
うアプリケーションがあり、以下の情報が
含まれている。医療従事者は職種ごとにア
クセスできる情報が限定されているほか、
患者個人が医療従事者への情報開示の制限
を行うことができる。開示制限をしたとし
ても、かかりつけ医と母子保護の医師は全
ての情報にアクセスすることができる。 
 
Mon espace santeに含まれる情報 
•本人確認情報 
•過去24か月の公的医療保険による受診歴
（国家医療保険金庫から自動的に送信） 
•既往歴 
•各種検査結果 
•入院履歴 
•終末期の本人の意思表示に関する記載 
•緊急時の親族連絡先、信頼できる人の連絡
先、かかりつけ医および患者本人の医療情
報にアクセス権限を持つ専門医の情報 
 
行政サービスの統一デジタルシステム 
統一した行政デジタルシステムはなく、各
システム間の情報共有に用いるAPI partic
ulierやFranceConnectなどのAPI認証シス
テムを使用する。APIを通じて得られる情
報は公的な手続きに必要な情報に限定され
ている。 
 
住民調査 
2018年の調査では15才以上の人口で1回以
上オンライン行政サービスを利用した割合
は65%であった。インターネットユーザー
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のうち36％がオンライン申請をしなかった
とし、17％がインターネットの安全性に懐
疑的と回答した。 
 
② イギリス 
医療制度の概要 
イギリスは税を主な財源(80%以上)とした
皆保険制度である。National Health Serv
ice (NHS)の利用に自己負担はない。NHS
以外に民間医療機関もある。 
 
母子保健事業の概要 
地域に日本の保健師に類似した産前から生
後10日までを担当するmidwife、生後10日
から5歳までの子どもとその親を担当するh
ealth visitor、5歳以上の子どもとその親を
担当するschool nurseという看護専門職が
おり、公的なヘルスセンターに所属して母
子保健サービスを提供している。母子保健
サービスには妊婦健診、新生児家庭訪問、乳
幼児期の健康診断（８週、12週、16週、１
歳、２歳を推奨）、各種の教育活動などがあ
る。Personal child health recordという母
子手帳と類似した健康手帳がある。母子保
健サービスには州による違いがある。 
また、Sure Start Children’s Centerとい
う各種母子保健活動を提供する地域センタ
ーが存在する。 
 
個人情報保護の概要 
2018年のEU一般データ保護規則に基づき、
国内法「2018年データ保護法（Data Prote
ction Act 2018）」を制定している。 
行政サービス間の個人情報共有の概要 
福祉行政サービスに関わる実務家のための
手引き「Information Sharing Advice for
 practitioners providing safeguarding s
ervices to children, young people, pare
nts and carers (July 2018)」の指針「情
報共有のための７つの黄金律（The seven 
golden rules to sharing information）」
が広く用いられている。 
 
情報共有のための７つの黄金律（The seve
n golden rules to sharing information） 
１．GDPR、2018年データ保護法、人権法
は正当な情報共有を阻むものではなく、個
人情報の適切な共有を保障する枠組みであ
る（←この項はルールというより、宣言のよ
うなもの）。 
２．当該個人（および／又は、然るべき彼ら
の家族）に対し、そうすることが危険で不適
切ではない限り、当初から率直かつ正直に
接し、なぜ、何を、いかに、誰の情報が共有
されることになるのかを伝え、同意を得る
よう努めること。 
３．情報を共有することに懸念がある場合

は、当該個人を特定せずに、他の実務家ある
いは情報管理主任者の助言を仰ぐこと。 
４．可能であれば、同意を得た上で情報共有
し、情報共有に同意しない人の意思も尊重
すること。GDPRと2018年データ保護法の
下では、安全性が危険にさらされているな
ど合法的な根拠がある場合は、実務家が自
らの判断において、本人の同意なく情報共
有することができる。もし個人の情報を他
者と共有し、あるいは他者に共有を求める
場合は、その根拠を明らかにすること。本人
の同意を得ない場合は、そのことによく留
意すること。 
５．安全と福利を考慮すること：情報共有の
決定は、当該個人および、それに影響される
人々の安全と福利の考慮を基準として行う
こと。 
６．必要的、相応、関連性、適切、正確、時
宜にかなった、確実性：共有しようとしてい
る情報が、目的に照らして必要であり、必要
とする人々だけに共有され、その情報が正
確で最新のものであり、時宜にかなった方
法で、安全確実に共有されるよう保証する
こと。 
７．情報を共有するか否かにかかわらず、そ
の決定と理由とを記録すること。共有を決
定した場合は、何を、誰と、どんな目的で行
ったかを記録しておくこと。 
 
母子保健に関連して、児童虐待やそのハイ
リスク事例では要保護対象者の利益を最優
先として個別に事案を考慮した上で、情報
共有すべしと実務家が判断すれば、本人の
同意なく共有されている。「脆弱な子どもた
ちを保護するための情報共有（Information
 Sharing to protect vulnerable childre
n）」手引書の中では、問題のある家庭のリ
スクが高まってしまうよりずっと前から、
関係諸機関がその家庭および子どもについ
ての情報を共有してスムーズに協働連携で
きるよう、問題の早期発覚時から本人に同
意書を書かせておくことを推奨している。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
NHSの情報はNHSデジタル上で一元化し
て管理されている。NHSに登録の際自己申
告した病歴、既往症やかつての病歴・薬歴お
よび、登録後のNHSでの受診やこれによる
投薬、予防接種などの履歴はすべてNHSの
データベースにデジタル化され、NHS内で
は一般的に、大病院とGPなど診療機関の大
小にかかわらず、必要があれば常に本人の
同意なく情報共有している。 
個人はNHSデータベースから自分の情報
を除外するように求めることができる。 
 
行政サービスの統一デジタルシステム 
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すべての英国住民が持つ個人識別番号とし
てはNHS（国民医療制度）番号、成人が持
つものとしてはNI（国民保険）番号があり、
前者では保健医療関連の、後者では税金や
職歴に関する個人情報が個別に収集統一・
デジタル化され、個々に必要と判断された
場合にのみ、関係機関間でのみ情報を共有
している。 
 
住民調査 
なし 
 
③ デンマーク 
医療制度の概要 
税を主な財源とする皆保険制度で、公的医
療機関の利用の際には自己負担なし。 
 
母子保健事業の概要 
医師による健診が妊娠中に３回、出産直後
に２回、助産師による検診が妊娠中に８回、
出産直後に１回ある 。また、出産から４～
５日後にヘルスビジター（保健師）の家庭訪
問があり、その後も子どもが学齢期に達す
るまで、予防接種と並行して、母乳育児、食
事、料理、子どもの世話と発達、日常生活、
親の役割と責任などについて指導が行われ
る。 
 
個人情報保護の概要 
デンマークデータ保護法により以下の場合
には本人の同意なく個人情報を処理するこ
とができる。 
1.データ主体（被登録者）が処理に同意して
いる場合 
2.データ主体と締結した契約上、処理が必
要な場合 
3.法律上の義務の履行の上で処理が不可欠
な場合 
4.データ主体又は他の自然人の利益にとっ
て処理が不可欠な場合 
5.公益に基づく活動、又は公権力の行使に
とって処理が不可欠な場合 
6.登録された者の利益又は権利を上回らな
い範囲で、権利者の利益にとって必要な場
合 
 
行政サービス間の個人情報共有の概要 
健康情報を含む機微な個人情報は以下の場
合に処理することができる。 
１.データ管理者又はデータ主体の雇用、健
康、社会的義務と権利 
２.同意が不可能な場合に、データ主体又は
その他の自然人にとって非常に重要な利益 
３.政治的、哲学的、宗教的又は労働組合な
どの非営利団体の会員データ又は定期的な
連絡先の処理（組織外への開示は含まれな
い） 

４.法的要件の定義又は審議 
５.多大な社会的利益 
６.保健医療分野における医療従事者によ
る治療 
７.アーカイブ、学術・歴史研究又は統計目
的の処理 
 
母子保健に関連して、公共サービス又は公
務に従事する者は、自分の業務中に児童虐
待やそのハイリスク事例を知った場合は、
守秘義務より優先される、社会福祉当局へ
の強化型通知義務を負う。18歳未満の一人
以上の子ども、又は妊産婦がいる家庭が、あ
る自治体から別の自治体に転居する際、転
居する自治体が、子どもが出産後に特別な
支援を必要とする可能性を考慮し、１人以
上の子ども又は妊娠中の親に特別な支援が
必要であると判断した場合、転居元の自治
体はその旨を、関連する資料とともに転居
先の自治体に通知する義務を負う。また、公
務員又は公職に従事する者が職務中に妊娠
中の親の事情により、子の出生直後に特別
な支援が必要となる可能性に気づいた場合
は、自治体に通告する必要がある。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
医療データの記録はeサービスの「sundhed.
dk」で行われており、患者自身は、公立、
民間の医療機関を問わず、医療従事者が残
した記録のすべてを閲覧でき、それらの情
報を誰が閲覧、取得したかについても確認
することができる。患者が、特定の情報、特
定の医療従事者等に対してアクセスを制限
することもできる。 
 
行政サービスの統一デジタルシステム 
中央個人レジスタ（Det Centrale Personr
egister, CPR）の基本情報は公開されてい
るが、個人は保護申請が可能。デジタル政府
庁がデジタル公共部門の統合を継続的に支
援している。個人はeIDを持っており、eID
をMitIDというプラットフォームで認証し、
幅広い行政サービスをデジタル利用できる。
公共部門の情報と行政デジターサービスの
プラットフォームとして、borger.dkがある。 
 
住民調査 
2023年の調査でBorger.dkへの満足度は高
く、91％であった。また、9割がborger.dk
を安心して利用できると回答した。 
 
④ スウェーデン 
医療制度の概要 
税を主体とした皆保険制度。公共の医療サ
ービスは健康保険の対象となり、 
自己負担は一部ある。未成年、高齢者、母子
保健サービスなどは自己負担なし。 
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母子保健事業の概要 
助産クリニックにおける妊婦健診、子ども
保健センターにおける０～６歳までの未就
学児を対象師とした健診や予防接種等を中
心に子どもの成長・発達をフォローアップ
する「子ども保健サービス」がある。 
 
個人情報保護の概要 
時報へのパブリックアクセスおよび秘密保
持法による。 
国税庁で行われる人口登録情報（氏名、社会
保障番号、住所）などは原則として公開され
る「個人又はその身近な者が苦痛を被ると
推測される場合」において、個人による保護
申請は可能である。医療における個人デー
タは、社会保障番号、指名、重症、健康状態
に関する情報、医療機関の受診情報と定義
されている。 
 
行政サービス間の個人情報共有の概要 
国税庁の配布システム「Navet」を通じて、
これらの情報のほか個人の固定資産、アパ
ート番号、人口登録が行われた地区や場所、
人口登録簿からの登録抹消に関するデータ
を取得することができる。 
母子保健に関連して、医療従事者が、子ども
が犯罪や危険にさらされていることを疑う
場合、守秘義務は適用されない。特定の当局
や、子どもや若者に与える特定の活動（学
校、社会福祉サービス、医療、歯科医療）の
従事者は、業務中に子どもに危害が加えら
れている、又はその疑いがある場合は、遅滞
なく社会福祉事務所に通告する義務を負っ
ており、医療従事者はこの義務を負う。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
スウェーデンでは、個人の医療情報や受診
記録は、自治体の医療機関にアクセスでき
るデジタルサービス「1177.se」内にある「D
in journal（Your Journal）」に登録され
る。Din journalには以下の情報が記録され
る。 
・身元に関する情報（氏名や社会保障番号） 
・治療を受けている理由 
・診断、検査、治療に関する情報 
・患者が受けた情報と、治療の選択肢につ
いてどのような決定が下されたかの情報 
・特定のケアや治療を拒否することに決め
た場合の情報 
・記録の作成者、作成日に関する情報 
 
異なる医療提供者間の情報共有の場合、デ
ータは一貫した記録保持ツールの国家患者
概要（Nationell patientöversikt, 以下「N
PÖ」とする）を介して開示される。医療提
供者は、患者の同意のもと、NPÖを通じて
自分の医療記録システム外の医療記録にア

クセスが可能となる。NPÖで表示されるデ
ータには、記録、診断名、治療先、医薬品リ
スト、検査結果の一部、特定の予防接種など
がある。 
患者は、自分の医療情報を特定の医療従事
者に開示しないように制限することができ
る。保護者は通常は未成年の子の記録を閲
覧できるが、子どもが成長してからは（例：
子どもが10代になってから）、通常は子ど
もが保護者の閲覧を承認する必要がある。 
 
行政サービスの統一デジタルシステム 
デジタル政府庁がデジタル身分証明書、デ
ジタルメール、共通規格などの行政内の共
通デジタルインフラを管轄している。また、
2019年末に開始された「Ena」プロジェク
トを通じて、情報交換のための行政の共有
デジタルインフラストラクチャと基本デー
タの国レベルの枠組み構築を主導している。 
2023年現在、市民が電子認証を用いて利用
できるeサービスを含む統一デジタルポー
タルは存在しない。 
 
住民調査 
スウェーデンのサービスの87％がオンライ
ンでアクセス可能であると推定されている。 
公共サービスの対応性に対する満足度は8
0％を超えている。 
 
⑤ フィンランド 
医療制度の概要 
皆保険制度で、一部自己負担を伴う。公共の
保健医療サービスを基盤とするが、民間医
療サービスも存在する。 
 
母子保健事業の概要 
医療法（Terveydenhuoltolaki, 1326/2010）、
政令 （338/2011）等の法令に基づき 、ネ
ウボラと呼ばれるサービスを通じて、妊産
婦（母親ネウボラ）と就学前の子ども（子ど
もネウボラ）及びその家族を対象とした母
子保健事業が無償で行われている。ネウボ
ラ事業には次の内容が含まれている。 
・胎児の成長と発達、妊産婦の健康状態の
フォローアップと促進 
保健師への初回受診、妊娠13～18週（保健
師と医師による、家族全体を対象とした総
合健診）、22～24週（保健師）、26～28週
（保健師）、30～32週（保健師、初産の場
合は家庭訪問）、35～36週（医師）、37～
41週（２週間おき、必要があればさらに頻
回に受診）、出産後（産院退院後）に保健師
による家庭訪問を基本とする。 
・子どもの成長、発達、ウェルビーイングの
促進とフォローアップ 
子どもの生後２～３週で受診が開始され、
学齢に達するまでに少なくとも15回の健康
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診断が行われる。うち５回は保健師と医師
が合同で行う（他は保健師による健診）。総
合健診は生後４～６週、４か月、８か月、1
8か月、４歳で行われる。 
・子どもの口腔衛生の状態のフォローアッ
プ 
１～２歳、３～４歳、５～６歳時に口腔衛生
の健診を行う。 
・子育てや家庭の他のウェルビーイングの
支援 
・子どもの家庭その他の成育環境、家族の
健全な生活習慣の促進 
・子どもと家族の特別な支援や検査の必要
性の早期識別、子どもと家族の支援と検査・
ケアへの誘導 
 
個人情報保護の概要 
保健医療・社会福祉サービスの利用者に関
する情報の開示は、原則として利用者本人
又はその法定代理人の同意を得ることが求
められる。社会福祉実施者又は従事者は、文
書の中から利用者のケア・監護・教育の必要
性の究明、ケア・監護・教育の実施、又は収
入要件の保障にとって不可欠な情報を、他
の社会福祉当局、その任命により社会福祉
業務に従事する者又は法人、及び他の当局
に提供することができる。 
 
行政サービス間の個人情報共有の概要 
市民が情報開示に同意した場合、公共部門
と民間部門の医療機関の間や、異なる福祉
行政区の間等での情報開示が可能となる。
また、開示許可は、各機関で別個に取り付け
る必要がある。 
母子保健に関連して、多くの公共機関の職
員が、ケアや配慮が必要な子ども、発達が危
ぶまれる子ども、または児童保護評価の可
能性がある行動をとる子どもに気づいた場
合、子どもが居住する福祉行政区に児童福
祉通告（Lastensuojeluilmoitus/Child Wa
lfare Notification）を行う義務を負ってい
る。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
市民・医療提供者用のデジタルサービス「K
anta」がある。カンタは、市民が自分の認
証情報でログインの上、受診機関が送信し
た本人の健康情報、処方箋、医療機関の受
診・治療記録、診断名などを閲覧できる電子
サービスで、2010年に運用開始された。公
共部門の保健医療機関の100%（民間医療機
関は70%）、公共部門の社会福祉当局の74%
（民間事業者は0.3%）が使用している。 
同一福祉行政区内の公共医療機関の受診
（実際の治療関係がある場合には患者デー
タシステムから閲覧可能のため、情報開示
に該当せず同意を求める必要はなし）、緊急

時、認知症や知的障害のために本人から許
可が得られない場合などがある。また、本人
が未成年の場合は、保護者が代理で同意す
ることができるが、未成年者のカンタアカ
ウントを代理で使用することはできない。 
患者はデータの開示を制限することができ
る。医療従事者の閲覧記録を確認すること
もできる。 
 
行政サービスの統一デジタルシステム 
フィンランドの公共部門のデジタル化は財
務省が管轄しており、公共部門の電子サー
ビスの全般的な開発や、共通の開発プロジ
ェクトの調整を担っている。さまざまな官
公庁が市民向けのeサービスを多数構築し
ているが（例：国税庁、雇用行政、社会保険
庁、大規模自治体、カンタなど）、これらを
繋げる公共部門の共通ポータルとして「Su
omi.fi」がある。電子的な委任を通じた委任
も可能である。 
 
住民調査 
2023年に発表された調査結果でも、回答者
の80%以上が、雇用主、当局、銀行・決済・
保険サービスで自分の個人データやその他
の安全な情報が正しく安全に処理されてい
ることに信頼をおいており、中でも当局に
対する信頼は85%と高かった。 
2022年のSuomi.fiとデータ連携している機
関のユーザー調査では、回答者の35.2％が
「非常に信頼できる」、33.3％が「概ね信頼
できる」と回答した。 
 
⑥ 韓国 
医療制度の概要 
韓国の医療保障制度は国民皆保険制度で、
入院では20%の自己負担、外来では利用す
る医療機関により30-60%の自己負担があ
る。 
 
母子保健事業の概要 
「母子保健法」に基づいて母子保健事業を
施行している。妊娠出産関連の医療費助成
に加え、産後ケアなどが利用できる。 
 
個人情報保護の概要 
基本的には本人の同意の下、情報を取得・利
用・提供・共有するが、同意を得ない場合に
も行うことができる。個人情報保護法は、取
得当初の目的の範囲内で第三者に提供する
場合、また当初収集目的と合理的に関連す
る範囲で情報主体に不利益が発生するか否
か、暗号化など安全性確保の措置をしたか
などを考慮した上で、情報主体の同意なく
個人情報を提供できるとしている。 
 
行政サービス間の個人情報共有の概要 
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各行政サービスごとに、他の行政サービス
に共有するべき情報が定められ、公開され
ている。 
 
医療サービス間の個人情報共有の概要 
本人同意に基づくが、個人情報保護法に基
づき、当初の取得目的に合理的に関連する
範囲であれば、または公共機関であればそ
うでなくても情報主体の同意なしで第３者
への提供が可能である事を示している。 
行政サービスの統一デジタルシステム 
行政デジタルサービスのフラットフォーム
サイト「政府24」が存在する。 
 
住民調査 
2022年の電子政府サービス利用者の電子政
府サービス利用実態の調査結果報告書によ
ると、電子政府サービス利用者97.7％がサ
ービスに満足していて、その89.3％が「政府
24」を利用している。 
大規模な行政サービスデジタルに伴い社会
問題となったこととしては、①2023年11月
の大規模システム障害、②情報漏洩により
起こったストーカーの傷害事件が挙げられ
る。この事件では、接近禁止命令が出されて
いた元交際相手が、違法な手口で住所を入
手し、家族が殺害又は重体の状態になった。 
 
Ｄ．考察 
フランス、イギリス、デンマーク、スウェ

ーデン、フィンランド、韓国の母子保健事業
や公共機関、医療機関の個人情報共有に関
するあり方などを調査、比較した。 
いずれの国でも妊娠中、産後にかけ法律

で定められた母子保健事業が存在した。行
政機関の個人情報については、基本的に個
人情報保護が求められるが、緊急時、年齢
的・法的に同意ができない状況などで個人
情報共有の同意が不要となるのは各国共通
であった。この観点から、児童虐待や虐待を
疑う状況での関係機関への個人情報共有に
同意を要さない点も各国に共通していた。
さらに、デンマークでは医療分野における
医療従事者による治療のための情報共有、
スウェーデンでは保健医療当局から個々の
医療サービス提供者への情報共有、韓国で
は、情報取得の目的の範囲内での情報共有
が認められていた。 
また、フランス、イギリス、デンマーク、

スウェーデン、フィンランドでは、患者、医
療従事者双方がアクセス可能な医療情報シ
ステムが構築されており、患者が細かく情
報共有の範囲を設定することができたり、
情報を閲覧した医療従事者を確認したりす
ることができた。スウェーデン、フィンラン
ドでは保護者が子どもの記録にどのように
アクセスできるかも検討されていた。 

公共機関の共通デジタルシステムは特定
省庁が管轄して統合や調整を行っている国
が多かった。デンマーク、フィンランド、韓
国では利用者向けの共通行政サービスポー
タルが存在した。また、デンマーク、フィン
ランドではデジタルシステムに課題を持つ
利用者のために委任機能もあった。 

 

Ｅ．結論 
調査対象の各国において、行政サービスや
保健医療サービスに基づく情報のデジタル
化、共有が進んでいる。日本において、母子
保健情報のデジタル化・利活用を推進して
いくにあたっても、市民・行政関係者、保健
医療従事者にとっての有益性、利便性、また
市民の情報共有への選択権等が適切に検討
された仕組みを構築していく必要がある。 
 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表 
該当なし 
 
 2.  学会発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
該当なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 特記事項なし 
 
 2. 実用新案登録 特記事項なし 
 
 3.その他 特記事項な
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